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～そのとき土木技術者の役割は～
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災害－そのとき土木技術者の役割は 

 
日時：平成 16 年 9 月 8 日(水)16:30～18:15 
場所：愛知工業大学 研－19 G3401 教室 
担当：建設技術研究委員会 
 
話題提供者 
天野竹行  NPO 愛知ネット 代表・理事長 
前田増夫  ㈱大林組 常勤顧問／元兵庫県土木部長 
松尾一郎  ㈱建設技術研究所 社会システム部 防災室長／環境防災総合政策研究機構 事務局長・理事 

座長 
坂本 宏  建設技術研究委員会 委員長／㈱大林組 東京本社 東京土木事業部 取締役副事業部長 

        
記録： 
建設技術研究委員会 行事企画小委員会 （沖田佳隆、小畑耕一、手塚広明、福山雅典、吉野広司） 

 
＜坂本＞ 

委員長をしております、坂本でございます。 
今日は本当に皆さんお忙しいなか、また、昨日の

18 号台風の影響で、中にはこちらに来られるのが大
変だった方もいらっしゃると思いますが、この討論
会にご参加いただきまして本当にありがとうござい
ます。 

今日の討論のテーマは、「災害－そのとき土木者の
役割は」ということでございます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本題に入る前に、どうしても私たちが忘れてはい

けない災害があります。それは皆さんよくご存知の
阪神淡路大震災であります。来年で早いもので 10
年ということになります。この阪神淡路大震災、平
成 7 年 1 月 17 日午前 5 時 46 分でした。マグニチュ
ード 7.3 という大地震、6,401 名という大変尊い命
が奪われました。本当に残念なことです。 
そして、平成 10 年、この震災にちなんでできま

した「1.17 人類の安全と共生を考える兵庫会議」と
いうのがあります。この会議において、本年 1 月 17

日に発表されました宣言文がありますので、これを
ちょっと読ませていただきます。 
 
『１月１７日は忘れない』 
 
災害は 
家族や友人の尊い命と 
それまで私たちが築き上げてきたものを 
一瞬にして奪い去った 

 
あの日以来 
９年にも亘る長い復興への道を 
私たちは歩んできた 

 
道のりは決して平坦なものではなかった 
かけがえのない犠牲を代償に得た教訓と 
内外からの暖かい支援を力に 
一歩一歩積み重ねてきた 
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『１月１７日は忘れない』

震災は
家族や友人の貴い命と
それまで私たちが築き上げてきたものを
一瞬にして奪い去った

あの日以来
９年にも亘る長い復興への道を
私たちは歩んできた

道のりは決して平坦なものではなかった
かけがえのない犠牲を代償に得た教訓と
内外からのあたたかい支援をちからに
一歩一歩を積み重ねてきた

いまなお続く復興の歩みの中で
街並は新しく生まれかわり
人々の生活ももとに戻りつつある

しかしやっと取り戻した平穏な日常は
あの時得た危機感や教訓
険しかった復興の記憶を薄れさせる

いまこそ確かめよう
これまでの私たちの歩みを
私たちが今いる場所を
そして
私たちがこれからすべきことを

震災を乗り越え
再び築き上げてきたものが
もう二度と崩れることの無いように
そして世界中の人々の
明日の安全と安心に

役立つことができるように

第7回 「１．１７人類の安全と共生を考える兵庫会議」における宣言文

今なお続く復興の歩みの中で 
町並は新しく生まれ変わり 
人々の生活ももとに戻りつつある 
 
しかし、やっと取り戻した平穏な日常は 
あの時得た危機感や教訓 
険しかった復興の記憶を薄れさせる 

 
今こそ確かめよう 
これまでの私たちの歩みを 
私たちが今いる場所を 
そして 
私たちがこれからすべきことを 

 
震災を乗り越え 
再び築き上げてきたものが 
もう二度と崩れることのないように 
そして世界中の人々の 
明日の安全と安心に 
役立つことができるように 
 

 これが 1.17 の宣言文でございます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
政府の中央防災会議というのがありますが、昨年

9 月に、東海、東南海、南海の 3 地震、これが同時
に発生した場合どうなるか、というのを予想だてし
たものがあります。被害予想ですね。発生時刻等で
大きく変わるかとは思いますが、3 つが同時に起き
た場合というのは、死者が 28,000 人、そして震度 7
の激しい揺れ、10ｍの津波等で、96 万棟の住宅が全
壊するだろうと言われています。また、被害総額は
81 兆円。とてつもない数字になるかと思います。 

また、災害というのは地震ばかりではございませ
ん。皆様よくご存知のように、今年の 7 月、大きな
被害をもたらした集中豪雨がありました。新潟、福
井、福島では、川が氾濫して床上浸水、あるいは土
砂が流れ込んだ。その対策に今も多くの方が携わり、
大変苦労されているということがございます。 
また、今年は台風の当たり年というか、昨日の 18

号を含めて 7 つの台風が日本に上陸致しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
このように、「災害というのは、いつ起こるかわか

らない。」というような状況です。 
また、日本ばかりではございません。世界に目を

向ければ 7 月 21 日から 27 日、ベトナムで１週間の
集中豪雨、たくさんの人が亡くなっております。ま
た、インド東部のバングラディッシュでは、大洪水
や地すべりで 1,000 人以上の方が亡くなられたと聞
いています。 

このような状況下で我々土木技術者が、「産・官・
学、それぞれの立場から何ができるのか、何が求め
られているのか。」という観点から、「災害－そのと
き土木者の役割は」をテーマとして、この研究討論
会を進めていきたいと思います。 
 
 今日の 3 名のパネリストの方を紹介させていただ
きます。 
 
私のお隣が、松尾一郎（まつおいちろう）様です。

松尾様は、日本災害情報学会事務局次長をされてお
ります。また、株式会社建設技術研究所 社会システ
ム部 防災室長として、国や自治体の防災情報システ
ム、社会施設の通信制御処理システムの企画・設計
に従事され、阪神淡路大震災を契機に、災害調査・
防災計画にも携わってこられました。平成 13 年、
日本災害情報学会事務局次長に就任され、平成 15
年より東京大学社会情報研究科協力研究員としてご
活躍されています。さらに、同年、環境防災総合政
策研究機構事務局長ならびに理事をされて、現在大
いに手腕を振るっておられます。 

 
 そして、そのお隣が、天野竹行（あまのたけゆき）
様です。天野様は、NPO 愛知ネットの代表をされて
おります。平成 11 年 4 月、NPO 愛知ネットを設立、
「防災・災害救助のための情報サービスを中心に、
個人が地域情報の利益向上を図る。」という目的のも
とに活動を展開され、市民活動団体の情報化支援を
行っておられます。平成 12 年 4 月に起きた北海道
有珠山の災害救援活動にも活躍され、同じ年の平成
12 年 9 月、東海豪雨災害での救援活動を始めとして、
情報発信支援を行ってこられました。平成 14 年 4
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災害－そのとき土木技術者の役割は災害－そのとき土木技術者の役割は

松尾一郎松尾一郎
（株）建設技術研究所東京本社防災室長（株）建設技術研究所東京本社防災室長

NPONPO法人　環境防災総合政策研究機構　事務局長法人　環境防災総合政策研究機構　事務局長
日本災害情報学会事務局　次長日本災害情報学会事務局　次長 33

阪神淡路大震災の主な教訓阪神淡路大震災の主な教訓

死因の９割は、在宅の圧死。高齢者の死亡率が死因の９割は、在宅の圧死。高齢者の死亡率が
高い。高い。

負傷者は、約負傷者は、約43,80043,800人、その多くは家具の転人、その多くは家具の転
倒、家屋の倒壊、落下物による。倒、家屋の倒壊、落下物による。

歴史的建造物の被災。町並み景観の崩壊。歴史的建造物の被災。町並み景観の崩壊。

地震後の２８５件にも及ぶ火災、しかし延焼の地震後の２８５件にも及ぶ火災、しかし延焼の
阻止は、耐火建物・道路線路・公園緑地の存在。阻止は、耐火建物・道路線路・公園緑地の存在。

社会インフラの復旧の遅さが地域社会への経済社会インフラの復旧の遅さが地域社会への経済
的影響を強めた。的影響を強めた。

44

平成１６年　新潟・福井豪雨災害平成１６年　新潟・福井豪雨災害

新潟県新潟県・福島県・福島県の死者の死者1166名名(14(14名は高齢者名は高齢者))

–– 全壊全壊7070棟棟

–– 半壊半壊406406棟棟

–– 一部損壊一部損壊9494棟棟

–– 床上浸水：床上浸水：6,9016,901棟棟

–– 床下浸水：床下浸水：6,3256,325棟棟

–– 破堤箇所数：破堤箇所数：99カ所カ所

福井県の死者福井県の死者行方不明者　行方不明者　55名（全員高齢者）名（全員高齢者）

–– 全壊全壊6666棟棟

–– 半壊半壊135135棟棟

–– 一部損壊一部損壊229229棟棟

–– 床上浸水：床上浸水：4,4,052052棟棟

–– 床下浸水：床下浸水：9,6749,674棟棟

–– 破堤箇所数：破堤箇所数：99カ所カ所

22

““All disasters are localAll disasters are local””
「「すべての災害は地域にすべての災害は地域に
　　　　　　限定される。」　　　　　　限定される。」

ジェームズ　リー　ウィットジェームズ　リー　ウィット

James Lee WittJames Lee Witt
米国米国連邦危機管理庁（連邦危機管理庁（FEMA)FEMA)元元長官長官

月からは、市民防災フォーラムを開催し、住民・企
業・行政の連携にご活躍されております。 
 
 それからそのお隣が、前田増夫（まえだますお）
様でございます。前田様は、兵庫県土木部長をされ
まして、現在、株式会社大林組の非常勤顧問をされ
ております。平成 7 年 1 月 17 日のあの阪神淡路大
震災当時は、兵庫県企画部長をされており、地震発
生直後から災害救助の最前線で活躍されました。地
震発生直後の大混乱の中で、国・県・市町村との調
整役に奔走されるとともに、その後、土木部長にご
昇進され、震災後の復興計画等を立案し、その推進
のために国政との窓口も担当され、復興促進に大変
な手腕を発揮された方でございます。 
 

ただいまご紹介した 3 名のパネリストを中心に、
今日のこの討論会を始めていきたいと思います。 

 
まず松尾さんにお願いしたいと思います。 
先ほどご紹介させていただきましたように、松尾

さんは、環境防災総合政策研究機構事務局長として
災害調査、防災計画をいろいろやっておられますが、
自然災害をどのように減災するか、減災というのは
被害を小さくするということですが、そのためには
土木技術者として、ハード・ソフトの両面にどのよ
うな対策が必要かといった観点からお話願いたいと
思います。 
それでは、松尾さん、よろしくお願い致します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜松尾＞ 
 ご紹介にあずかりました松尾です。 
 私は 10 年ほどずっと災害関係をやっておりまし
て、これをずっとライフワークにしたいなというこ
とで、学会にも携わっています。NPO も先生方とい
ろいろ相談して創ってきたということでございます。 

 
”All disasters are local”この言葉はですね、ジェ

ームス・リー・ウィットさん、元米国の危機管理庁
長官の言葉です。これは全てを言いえているので、
最初にこれを持ってきました。全ての災害は地域に
ある、あるいは限定される、これが今日のこのパネ 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ルディスカッションのアウトプットに関わるところ
だと思うので、これをちょっと入れさせてもらいま
した。 
 
阪神については皆さんご存知ですし、後ほど前田

さんがお話しされますので簡単な紹介とさせていた
だきます。 
ここで、減災というのは、炎上防止とかいろいろ

なことがあり、その社会インフラが事前の計画と対
応することが大切だということをちょっと頭に置い
ておきたいと思います。 
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19991999，，20032003年　福岡水害年　福岡水害

66

20002000年年東海豪雨東海豪雨

88

近年の豪雨災害の教訓近年の豪雨災害の教訓

◆いつ起こってもおかしくない記録的な豪雨◆いつ起こってもおかしくない記録的な豪雨

◆気象官署の危機感は、的確に伝えられたのか？◆気象官署の危機感は、的確に伝えられたのか？

◆報道機関は、何を伝えたのか？◆報道機関は、何を伝えたのか？

◆市町村長の避難勧告は遅かったか。災対法の限界。◆市町村長の避難勧告は遅かったか。災対法の限界。

◆豪雨の中では、地域への伝達手段も乏しい。◆豪雨の中では、地域への伝達手段も乏しい。

◆水防団または消防団の弱体化、高齢化。◆水防団または消防団の弱体化、高齢化。

◆避難時は、危険が伴う。◆避難時は、危険が伴う。

◆高齢者や寝たきりの方が犠牲者となっている。◆高齢者や寝たきりの方が犠牲者となっている。

◆現行　災対法、水防法の見直しが必要ではないか？◆現行　災対法、水防法の見直しが必要ではないか？

◆地下空間を要する都市域では地下への浸水問題を忘れては◆地下空間を要する都市域では地下への浸水問題を忘れては
ならない。ならない。

このところ、特に今年は水害、台風が頻発してい
ます。地球温暖化とか環境災害とかいろいろありま
すが、ここに書いてありますように、新潟・福島で
死者 16 名、福井におきましても同様に、これは河
川災害というよりむしろ土砂災害のウェートが高い
のですが、亡くなった方の 90 数パーセントがいわ
ゆる高齢者であるというのが大きな課題になってい
ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
福岡水害。これは、1999 年に御笠川が越水して地

下街、地下鉄が水に浸かった災害です。また、同じ
ようなことが実は 2003 年にも起きています。これ
は、都市災害、地下の浸水災害ということを、これ
から我々がどう考えていくべきか、という一つ警鐘
になった災害であります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2000 年東海豪雨、これはこの地で起こった災害で

ありますが、これもやはり都市災害、都市水害です
ね。 
日本において地下鉄が浸水するというのは、過去

都内でも 1 度ありましたが、大規模な災害にはつな
がっていない。ところが 2 年前、これも現地に行っ
たのですが、東ヨーロッパで水害があり、チェコ市
内を流れるブルタバ川が氾濫、地下鉄がほとんど浸
かってしまった。これは復旧に半年かかっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
私がちょうど半年後くらいに見に行ったのですが、

そのときも 2 つ 3 つの地下鉄の駅が使えないという
状況にあったということです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
近年の豪雨災害の教訓、たぶんこれはいろいろな

新聞情報とか報道にありますように、何も変わって
いないですね。何回も同じことを起こしている。こ
のあたりが一番言いたいところです。土木技術者と
どうつながるというのは後ほどまたお話しします。 
そこで、これはなんとかならないかなということ

で、まあここら辺は私の立場でどれだけできるかと
いう話がありますが、いろいろな情報発信をしてい
きたいと思っております。 

 
また、最近豪雨が増えているというのがあります。

そこで、一番の情報の根幹というのはやはり気象庁。
これが警報であり、注意報でありという話があるの
ですが、どこまで的確に伝えられたのか、それに対
してマスコミがどう伝えたのか。組長さんの避難勧
告というのはどうなったのか。ああいう雨の中で、
なかなかその末端までどのようにして情報を伝える
かという難しさもある。あるいは、地域の方を救う
水防団、消防団の問題。さらに東海豪雨のときもそ
うだったのですが、避難勧告しても、避難中に亡く
なったとか、負傷された方が多いという問題がある 

77
地下鉄浸水対策

２００２年東ヨーロッパ大水害
（チェコプラハ市内）
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（気象官署の役割は、重要）（気象官署の役割は、重要）

　■気象情報は、注意報→警報→重要変更（切替）の段階　■気象情報は、注意報→警報→重要変更（切替）の段階
　で注意喚起レベルが上がっていく。　で注意喚起レベルが上がっていく。

　■過去の災害では、防災機関や市民視点で警報慣れとい　■過去の災害では、防災機関や市民視点で警報慣れとい
　　うう指摘が多かった。しかし気象官署が発表する気象予指摘が多かった。しかし気象官署が発表する気象予
　報のうち最大級の危険喚起が「警報」であるため、そ　報のうち最大級の危険喚起が「警報」であるため、そ
　の頻発にならざるを得ない。　の頻発にならざるを得ない。

　■このように同じ「警報」という言葉によって受け手　■このように同じ「警報」という言葉によって受け手

　　（防災機関や住民）が危機感や切迫感を持つことが出　　（防災機関や住民）が危機感や切迫感を持つことが出

　　来る来るのだろうか？のだろうか？

　■それぞれが適切な防災行動をとるためには、危機感を　■それぞれが適切な防災行動をとるためには、危機感を

　　訴える「新たな取組」が必要ではないだろうか！　　訴える「新たな取組」が必要ではないだろうか！

1010

（市町村、あらたな国の役割）（市町村、あらたな国の役割）

■災害対策基本法では、避難の指示の責務は、市町村長に■災害対策基本法では、避難の指示の責務は、市町村長に
　ある。（法第６０条）　ある。（法第６０条）
■すなわちどのような災害も、市民や地域内の滞留者に対■すなわちどのような災害も、市民や地域内の滞留者に対

する避難勧告は、首長が発令する仕組みである。個人やする避難勧告は、首長が発令する仕組みである。個人や
組織の災害対応能力は、災害経験の有無によるところが組織の災害対応能力は、災害経験の有無によるところが
大きい。数年サイクルで移動を繰り返す自治体職員が経大きい。数年サイクルで移動を繰り返す自治体職員が経
験のない災害に対してどれだけ適切な意志決定が行える験のない災害に対してどれだけ適切な意志決定が行える
のだろうか？のだろうか？

■数年前であるが火山地域で避難勧告を実施した自治体が■数年前であるが火山地域で避難勧告を実施した自治体が
　あった。数十年振りのことで過去の経験も蓄積されてい　あった。数十年振りのことで過去の経験も蓄積されてい

ない自治体では相当の錯綜があったと聞いている。ない自治体では相当の錯綜があったと聞いている。
■災害にもよるが、避難の最終判断や発令は、地域を知る■災害にもよるが、避難の最終判断や発令は、地域を知る

市町村長にあると考えるが、その意志決定において河川市町村長にあると考えるが、その意志決定において河川
　管理者や専門技術者などがそれを支援する枠組みを明記　管理者や専門技術者などがそれを支援する枠組みを明記
　することが必要である。　することが必要である。

1111

１　避難勧告準備情報

　（１）　河川洪水　： 河川水位が出動水位に達し、以降の６０分降雨予測が

　　　　　　　　　　　　　３０㎜以上

　（２）　内水氾濫　： ６０分で５０㎜以上の降雨が観測され、以降の１２０分降

　　　　　　　　　　　　　 雨予測が１００㎜以上

　　　　　　　　　　 　 排水ポンプ場運転調整に係る準備水位に達した場合

　（３）　土砂崩壊　： 急傾斜地崩壊災害対策計画の第１警戒体制に該当

２　避難 勧 告

　（１）　河川洪水　：　河川水位が計画高水位に達し、以降の６０分降雨予測

　　　　　　　　　　　　 が３０㎜以上

　（２）　内水氾濫　：　排水ポンプ場運転調整の運転停止水位の概ね１時間前

　　　　　　　　　　　　　 と予測される水位

　（３）　土砂崩壊　：　急傾斜地崩壊災害対策計画の第２警戒体制に該当

避難勧告等の具体的な発令基準（名古屋市）避難勧告等の具体的な発令基準（名古屋市）

わけです。そのあたりは後ほど天野さんの方からお
話があるかと思いますが。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
気象庁が出す大雨注意報とか警報、これは最大が

警報ですね。それで、過去の例にないあるいは、実
測雨量で 80mm あるときなどは記録雨。記録雨とい
う表現の仕方は内部用語でして、表向きは、過去例
にない、あるいはここ数年にない雨といった表現な
のですが、そういう表現でどこまで危機感を皆さん
に伝えることができるだろうか。これが、ずっと思
っていることです。これは私が東大の研究員でもあ
るのですが、そこで師事している廣井先生も昔から
言っていることですし、警報の次の段階、その地域
に対する危機感を与える情報にもう 1 ステップいる
のじゃないかと思います。スーパー警報とかいろい
ろなネーミングがあるのですが。そういう新たな取
組みが絶対必要かなということが、常々考えている
ことです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
避難勧告。これは災対法でその地域に対する避難

勧告指示、これの役割というか責務というのは基本
的に区長さんにあるという整理がされております。
それは一番地域を知っている方ですから、それでい
いと思うのですが、そもそも、そういう災害経験は
少ない、あるいは、ノウハウがないということで、

どこまで対応できるか。どこまで円滑に意思決定が
できるか。やはりこれをきちんと考えていきたい。 
例えば、有珠山のときも実際に虻田町で避難勧告、

まあ最初は自主避難という対応をしているのですが、
これも 20 数年ぶりの噴火なので避難勧告指示とい
うそのネーミング自体がなかなか対応できない。こ
のようにいろいろな錯綜があったと聞いています。 
ここで、河川管理者、国あるいは技術者など、災

害に対してよく分かっている方が支援する、といっ
た枠組みができないか、という風に考えています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
そういう枠組みの例ですが、名古屋市が東海豪雨

の後に、避難勧告準備情報と避難勧告を設定しまし
た。それまで避難勧告というのは、それぞれの区長
さんが名古屋市の場合は発令していたのですが、東
海豪雨当時は避難勧告しかなかった。しかし避難に
関しては、いろいろな準備・対応というのがある。
高齢者とか災害弱者、いわゆる身障者の方々を避難
所に連れて行くというような時間が要る。そこで避
難勧告情報というのを作ったということです。 

 
こういう取組みも全国的に発信していくべき話と

考えます。こういう一律の基準を設ければ、その区
長さんが悩むことなく、発令することができるわけ
です。 
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高齢者が被災する。高齢者が被災する。
今回の死者や行方不明者のほとんどは、６０才以上の高齢者や寝たき今回の死者や行方不明者のほとんどは、６０才以上の高齢者や寝たき
りの方々であった。りの方々であった。

特に新潟では、堤防の決壊が、昼時であったため自宅に残っていたの特に新潟では、堤防の決壊が、昼時であったため自宅に残っていたの
は、多くが女性や高齢者であったはずだ。は、多くが女性や高齢者であったはずだ。

避難が円滑ではなかった理由として「避難勧告発令」「情報伝達」避難が円滑ではなかった理由として「避難勧告発令」「情報伝達」
「水防団の弱体化」もあるが「共助・自助意識の薄れ」も大きい。「水防団の弱体化」もあるが「共助・自助意識の薄れ」も大きい。

報道によれば、地域ｺﾐｭﾆﾃｨで救えなかったか　との指摘もあるが、応報道によれば、地域ｺﾐｭﾆﾃｨで救えなかったか　との指摘もあるが、応
急時の減災の基本は自助であることを広く訴えるべきではないか、今急時の減災の基本は自助であることを広く訴えるべきではないか、今
後は国民の意識改革に向けて取り組むべきことは多い。後は国民の意識改革に向けて取り組むべきことは多い。

「自助」とは、個人が個人の生命を守るべく個人の意志で被災回避行「自助」とは、個人が個人の生命を守るべく個人の意志で被災回避行
動を行うことである。また個人の家族が同様な行動を行うことも「自動を行うことである。また個人の家族が同様な行動を行うことも「自
助」に含めたい。助」に含めたい。

また「共助」は、地域の自治会や団体・組織・企業などが地域の安全また「共助」は、地域の自治会や団体・組織・企業などが地域の安全
や安心のために防災力を高め緊急時においてそれぞれが連携して事をや安心のために防災力を高め緊急時においてそれぞれが連携して事を
進めることである。「共助」は、あらかじめ連携の形成や対応事項の進めることである。「共助」は、あらかじめ連携の形成や対応事項の
検討が必要であり、「自助」が成り立ってこそ可能なことである。検討が必要であり、「自助」が成り立ってこそ可能なことである。

　　　　　　　　　　

1313

幸いにして地下空間問題は発生しなかった。幸いにして地下空間問題は発生しなかった。

新潟水害も福井水害も大規模な地下空間がなかったため地下街への浸新潟水害も福井水害も大規模な地下空間がなかったため地下街への浸
水問題はなかった。水問題はなかった。

１９９９年、２００３年の御笠川の溢水による博多駅前地下の浸水災１９９９年、２００３年の御笠川の溢水による博多駅前地下の浸水災
害を忘れてはならない。害を忘れてはならない。

堤防決壊時の氾濫水の流速と力は、新潟のように家屋を遠くに押し流堤防決壊時の氾濫水の流速と力は、新潟のように家屋を遠くに押し流
すすことを見ても相当なものである。このような高速流が都市や地下街ことを見ても相当なものである。このような高速流が都市や地下街
を襲うとどうなるか？を襲うとどうなるか？

都市には、大規模な地下空間が散在する。地下鉄、多くのテナント、都市には、大規模な地下空間が散在する。地下鉄、多くのテナント、
雨を回避した多くの利用者たち。雨を回避した多くの利用者たち。

一昨年の東ヨーロッパ水害では、チェコでブラタバ川が氾濫し地下街一昨年の東ヨーロッパ水害では、チェコでブラタバ川が氾濫し地下街
が水没し半年もの間地下鉄が使えなかった。これらの教訓を忘れてはが水没し半年もの間地下鉄が使えなかった。これらの教訓を忘れては
いけない。いけない。

1414

豪雨災害からの減災に向けて（取組例）豪雨災害からの減災に向けて（取組例）

　　

　　

地域防災情報共有検討会より

北海道開発局・札幌管区気象台、北海道

1616

これから予想される自然災害とその課題これから予想される自然災害とその課題

東海・東南海・南海地震東海・東南海・南海地震

　　　１）被害が甚大で広域に発生する。　　　１）被害が甚大で広域に発生する。

　　　２）強い地震動のみならず強大な津波による複合災害。　　　２）強い地震動のみならず強大な津波による複合災害。

　　　３）災害の態様が多岐にわたる。　　　３）災害の態様が多岐にわたる。

　　　４）突然くる可能性もある。　　　４）突然くる可能性もある。

　　　５）被害規模は、総額８１兆円、死者２万８千人。（内閣府試算）　　　５）被害規模は、総額８１兆円、死者２万８千人。（内閣府試算）

　　　６）多くの被災地は孤立し物資も不足し輸送もままならず。　　　６）多くの被災地は孤立し物資も不足し輸送もままならず。

近代社会において経験のない大災害となる。近代社会において経験のない大災害となる。

1717

東海＋東南海＋南海地震の震度分布図東海＋東南海＋南海地震の震度分布図

内閣府提供

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
今回もそうですが、高齢者・災害弱者が被災する

と、緊急的な状況の中でどこまで救える部分がある
のかという話があります。結局そのあたりの整理が
されていない。これは、後ほどの議論の中で進めて
いければなと思っています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
今年の災害は、地下空間、地下の問題はなかった

ということですが、これらを忘れてはいけません。
これから起こるであろう南海、東南海の地震、津波
についても、大阪の低地においては地下街があれだ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

けあって、それが水没するわけですから、その問題
も考えていかなければならないということです。 

 
北海道の日高の方で、昨年の台風 10 号災害で 11

名の方が亡くなっています。これは、道路管理者間、
国道と道道の道路情報、通行止め情報が共有されて
いなかったということが当時報道されました。この
教訓を受けてどういう取組みが重要か、そもそもの
関係機関の情報をきちんと共有、危機感を共有する
ことで、地域の防災力をベースの部分で上げていく。
これでなんとか減災につなげていけるのではないか
と考えます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
先ほど座長からも話がありましたが、これから予

想される東海、東南海、南海地震。近代社会におい
て経験のない大災害になると。これは間違いありま
せん。 
これは、内閣府による震度分布図ですが、一番赤

いのが震度 7 で、沿岸部は震度 7 から震度 6。阪神
のときと同じように沿岸部については震度 7 あるい
は震度 6 強、かなり強い地震動が出てくるというこ
とです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
これは、津波のアニメーションです。これを見て

わかりますように、だいたい地震が発生して 5、6  
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1818
内閣府提供

1919

当該当該地震の課題と地震の課題と技術者視点の取組み事項技術者視点の取組み事項

広域かつ同時に発生する可能性！！広域かつ同時に発生する可能性！！

被害状況の把握が被害状況の把握がすぐに出来ない。→すぐに出来ない。→防災機関内等の情報伝達が防災機関内等の情報伝達が
　　困難困難　→　→住民等への情報提供住民等への情報提供も難しい。も難しい。
　　　　→　災害直後の行政や防災機関の支援は、期待できない。　　　　→　災害直後の行政や防災機関の支援は、期待できない。

　　　　　地域や個人が数日間生き抜くための事前の用意が重要。　　　　　地域や個人が数日間生き抜くための事前の用意が重要。
　　　　　地域内企業の地域貢献（避難所支援、物資の提供、被災者救助、緊急輸送路確　　　　　地域内企業の地域貢献（避難所支援、物資の提供、被災者救助、緊急輸送路確

保など）保など）

複合災害、津波災害の発生複合災害、津波災害の発生
　　　　　　　→ハード対策の効率的な推進　　　→ハード対策の効率的な推進　　 投資と減災効果のあり方投資と減災効果のあり方

　　　　　ハード対策とソフト対策の効果的な融合と取組推進　防災事業への展開　　　　　ハード対策とソフト対策の効果的な融合と取組推進　防災事業への展開
　　　　　　　　

上記を踏まえた上記を踏まえた予防対策の計画的な実施予防対策の計画的な実施（まだ時間はある）（まだ時間はある）
　　　　　　　　→自治体が進める防災対策への協働参画→自治体が進める防災対策への協働参画

　　　　　　企業防災の推進　　　　　　企業防災の推進
　　　　　　企業の地域貢献（専門家派遣）　　　　　　企業の地域貢献（専門家派遣）
　　　　　　　　　　　　　　

土木学会・平成16年度全国大会・研究討論会　建設技術委員会

災害

～そのとき土木技術者の役割は～

平成16年9月8日（水）

特定非営利活動法人

ＮＰＯ愛知ネット　代表・理事長　天野　竹行

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

分で沿岸部に着いて、赤いところは 10m 以上ですね。
そういう巨大な津波が押し寄せてくる。また、一時
間ちょっとくらいで大阪湾に達し、津波自体はかな
り長時間にわたって繰り返し何回も来るというよう
なことです。一時間半たっても高知県沿岸について
はかなり高い津波が繰り返し来ているということが
あるわけです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大切なのはこのような大災害に関して課題は何か、

それに対して技術者は何ができるのかということで
す。 
東海、東南海、南海地震が広域かつ同時に発生す

る。過去の歴史を見ると同時発生というのもありま
す。また、東海地震が先に起きて、東南海、南海が
後ということがあります。ただ、その東海が遅れれ
ば遅れるほど、同時発生の可能性が強いということ
が専門家の中では言われています。当然広域災害が
あると、阪神と同じように被災状況がすぐに把握で
きない。その後、関係機関などの情報伝達もできま
せん。住民に対する情報提供も難しい。災害直後の
行政、防災関係機関の支援は、まず期待できないだ
ろう。そうすると、地域や個人が数日間生きぬくた
めの用意が必要となります。 
そうなったときに、地域内にある企業、団体等も

含めて、いろいろな避難所支援だとか、物資の提供、

被災者救助、あるいは、緊急輸送路を確保するとい
うようなこと、いわゆる建設産業でしかできないよ
うな仕組み、取組みがあるのではないかと考えてい
ます。 

 
地震があり、津波があるという複合災害、当然こ

れに対するハード対策については効率的に更なる推
進を進めるべきだと思っております。ただし、どの
ように投資と減災効果をやっていくのかを考えるこ
とが当然必要となります。そう考えたときに、防災
事業を意識したいろいろな取組みがあるのではない
かと考えます。 
まだ、実際に地震が発生するまでには、時間は十

分にあると考えています。そう考えたときに、自治
体が推進する防災対策へ共同参画するとか、あるい
は企業防災の推進とか、企業の地域貢献、こういう
取組みは重要ではないかと考えます。 

 
＜坂本＞ 

どうもありがとうございました。 
それでは、次に天野さんにお話し願いたいと思い

ます。先ほどご紹介させていただきましたが、NPO
愛知ネットの代表をされており、いろいろなところ
で、個人としてボランティアとして、あるいは市民
の立場としてご活躍されています。災害ボランティ
アの活動から見た、土木技術者の必要性をお話し願
えたらと思います。 

天野さんお願いします。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜天野＞ 
はじめまして。NPO 愛知ネットの天野と申します。

よろしくお願い致します。 
 
まず、NPO 愛知ネットという団体は災害救援を行

っている団体なのですが、NPO が行う災害救援とい
うのは、どちらかというとレスキュー的な専門性を
持った活動ではなくて、住民同士の災害時の助け合
い的な活動を意味しております。ですから、第一線
に入っていろいろな人命を救助するというような意
味合いの災害救援ではなくて、復興にかけて助け合
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•防災・災害救援活動における課題

いが必要ですよ、というような呼びかけも含めて活
動しております。災害救援を行う NPO の活動の根
底に、昔、当たり前であった住民の自治社会の再構
築をしたいというような目的があります。そういっ
たことで、NPO がいろいろな被災地で活動している
のです。 

 
今日は、災害救援活動と防災活動における課題と、

平時の個人としての取組みの部分に関してお話した
いと思います。 

 
NPO の防災活動で感じることですが、災害時、多

くの被災地の住民は、「まさか自分が」と思われるの
ですね。つまり、日常からどこかの出来事、他人事
というような捉え方をしているものですから、そう
いった言葉が出てくると思うのですが、反対に、被
災経験のあるところほど、防災意識が高いというよ
うな感じがします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
右上の写真が、先ほど松尾さんがおっしゃってい

た東海水害で被災した方の家です。壁は落ちて、畳
だとかそんなものは全然なくて、ここからどうやっ
て復興していくのか、というようなことを考えると、
どうしても地域での助け合いが必要になってくる。
ただ、都会に行けば行くほどそのコミュニティとい
うものがなくて、災害弱者という方だけが取り残さ
れるという状況なのですね。 

 
上側の左側の写真ですが、これは被災地にあった

方々が、もうこんなことにはならないようにという
ことで、地図上で自分の地域のことを勉強している
ところです。これが被災地でないところで行われる
かといったら、そうじゃないんですね。被災地だっ
たところがこういう勉強をしている。ちょっと逆の
ような感じがするのですが。 

 
我々は災害時に情報を発信していますが、どうい

った情報を発信しているかといいますと、ボランテ
ィアではどうにもならないというような情報、たと
えば、左下の写真なんかですね、これはボランティ

アではどうにもならない。ただ、こういった状況が
この地区にありますよというということを知らせる
一つの役目みたいなものを感じております。 

 
右下の写真はですね、ボランティアの方が全国か

ら駆けつけてきて、いろいろな活動をするという写
真です。 

 
防災意識が高い地域というのはですね、過去に被

災したところが多くて、被災していないところはど
こかで他人事という風に考えやすいのです。私たち
の行う防災活動というのは、二次的災害を防ぐこと
のお手伝いをするというような意味合いで活動して
おります。整理しますと、災害救援活動における問
題としては、地域の助け合いや、個人でできる防災
をしないということが非常に大きい。また、行政が
なんとかしてくれる、なんとかなるさという楽観的
な気持ちがあるものですから、どこかで他人事と捉
えていて、災害が起きると非常に大きな問題になる
というのが現状の課題であります。 

 
次に、私が活動している地域のことを考えますと、

地域で活動している方は多くが高齢者あるいは主婦
の方です。今から 5、6 年すると団塊の世代の方が
定年退職して、今まで社会を担ってきた人達が今度
は地域を担ってくれるのじゃないかと思います。
我々はそういう雰囲気をつくらなければならないと
思っている。地域と会社と違うところは、会社で出
来ない一つの繋がりですとか、同じ地域に住んでい
るという連帯感とか、縦の繋がりではなく、横の繋
がりが実感できるところであり、そこが地域のよさ
です。そういった気持ちが安心な町づくりに繋がっ
ていく。それが私たちの理念である「災害に強い町
作り」というものに寄与できると考えています。 

社員のプライベートに関与しないというのが、大
体の会社の考え方ですけども、そうすると今までみ
たいに、会社一筋、仕事一筋、それが一般的になっ
て地域コミュニティが崩れていく、そうなるとどう
しても時間的余裕がありそうな高齢者や主婦たちに
任されていってしまう。 
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これが現状ですが、我々の住んでいる地域ではど
うかと考えると、以外にもそうでないなと感じる。
どういったことかというと、我々の地域にはトヨタ
グループという大きな会社があります。そこの一例
をお話しますと、社員の地域活動にすごく会社が協
力的なんですね。どのように協力的かというと、会
社の総務部の中にボランティアセンターがあったり、
ボランティアをする人達と、ボランティア団体をマ
ッチングするといった専属部署があったりですね。
また、社員が地域の団体に寄付をするといったとき
に、会社も同額寄付をするような取組みがあります。
そういった制度を会社側が作っています。 
また、我々のような団体といつも情報共有をした

り、一緒に活動してくれたりすることもあります。
我々がこういったボランティアがほしいと、決まっ
た書式にそれを書いてメールすると、会社の中の掲
示板みたいなところにしっかり張り出してくれたり、
それでボランティアをコーディネイトしてくれるこ
ともあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 グローバル企業が、なぜ日頃から我々のような災
害救援団体と付き合ってくれるか、非常に疑問に思
いまして、そのあたりを一度聞いたことがあります。 
このことが僕らの大きな励みになったのですが、

トヨタの方に「何故私たちと一緒に活動してくれる
のか？」と聞いた時に、その人がすごく細かく説明
してくれたのです。 
「災害時に、会社がまず何をやらなくてはならない
か？製品を早く作ることができるようにすることで
す。その前に社員、家族の安否を確認することもあ
ります。そして会社の使命として、会社を早く立ち
上げること。製品を作るための努力をすることがあ
ると思う。その次に下請けを含めて、すぐに製品を
作れる体制を作る。そういった取組みをすることが
一番じゃないか。そのために、社員が安心して出社
することができるようにしなくてはならない。日頃
から地域で活動していれば、家族を地域の方に任せ
ることができ、安心して社員が出社できる。という
ことが会社としても非常に助かる。」といったことを
言われまして、私としてはビックリしました。そん

なことを企業が考えているのか？ということを思い
ました。それ以来ずっとその方とはお付き合いさせ
ていただいているのですが、そんな企業の理解と支
援というのが、裏にあるのだということが分かりま
した。 
もう少し具体的に話します。「安心・安全な町づく

り」という言葉があります。言い換えれば、防犯と
防災という言葉になります。防犯というのは、自分
の家族のことを考えることで、安心ということが防
犯に繋がります。安全というものが地震とか自主防
災会に繋がる。そこでいつも出てくるのが防犯協会
とか自主防災会との連携です。ここが子供の見守り
活動をすることによって、いろいろな人が地域に目
をむけやすくなります。子供の安心、安全というと、
どうしても子供をもつ親はそこに参加していく。そ
れも、いやいや参加するものでなく、同じ年代の人
達が集まってくるので、和気あいあいと、楽しくい
ろいろなことができる。この活動をなるべく飽きさ
せないように、継続できるように、町内会や NPO
とかが努力をして地域活動を行っている。子供の見
守り活動、防犯、防災から取組むことが、地域では
成功している事例です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このような活動が、大きなくくりでいうと、町づ

くり活動に繋がっていくのです。そこで、企業と個
人の役割として、積極的に地域活動に参加すること
が非常に大きなキーワードとなります。これまで地
域活動に積極的でなかった人が参加することは難し
いかも知れないけれども、何かをきっかけに、例え
ば自分の子供ですとか、町内会の役員が回ってきた
ときに、自分が主体的になって参加することによっ
て、地域での今まで見えなかった問題が見えてくる
ようになると思います。この活動を間接的に企業が
支援できるような形になれば、役割分担として良い
関係作りができると思います。 
 
＜坂本＞ 
 天野さんありがとうございました。 
それでは、3 人目のパネリストの前田さんにお話

し願いたいと思います。先ほどご紹介しましたが、

•平時の個人としての取り組みの重要性

・日頃から地域の一員　　
　　　としての活動が重要

・個人としての災害救援活動
　を支えるには企業の支援と
　理解が必要

•平時の個人としての取り組みの重要性

・身近な活動としての防犯

・まちづくりにおける企業と
　　　　　　　　　個人の役割
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大きな亀裂が生じたコンテナバース

地震直後から発生した火災

土木学会・平成16年度全国大会・研究討論会　建設技術委員会

災害

～そのとき土木技術者の役割は～

平成16年9月8日（水）

㈱大林組　常勤顧問

元　兵庫県土木部長

前田増夫

前田さんは阪神・淡路島大震災の際、地震による建
物の倒壊、それに引継ぐ火災等を間近で経験された
方です。その後、復興においては大変苦労され、安
心して眠れない時期が続いたとお聞きしております。 
ここで、阪神・淡路大震災がどういったものであ

ったかを振り返っていただき、その時の経験談をお
話し願えればと思います。また、前田さんは我々と
同じ土木技術者です。今後このような震災に対して、
土木技術者に何を望むかをお話し願えればと思いま
す。 
前田さんお願いいたします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜前田＞ 
 「阪神・淡路大震災の復旧・復興」について話を
させていただきます。 

震災を受けた街を元通りに戻すだけでなく、全て
の人が安心・安全で暮らしていける街をつくってい
かなければならない。ということで兵庫県は今日ま
で計画を進めてきました。また、これまでの震災で
学んできた多くのことを生かしながら、ハード・ソ
フトいろいろな取組みを現在もやっています。 

 
阪神・淡路大震災は、高齢化社会の中で起きた災

害であり、都市直下型地震でありました。被害者の
うち高齢者、70歳以上の方が34％を占めています。
いわゆる社会的弱者に被害が集中した地震でもあっ
たと思います。地震の規模は、ご案内の通り M7.3、
死亡者は 6,400 名を超える大惨事となりました。 
避難者はピーク時、震災から 1 週間ぐらいたった 

頃ですが、31 万 6,000 人あまりが、学校の体育館と
か公園など 1,153 箇所に避難し、厳しい生活を強い
られました。 

 
ライフラインの復旧についてですが、電気につい

ては、震災後 6 日目で応急の送電を開始しました。
ガスについては 4 月までかかったわけですが、その
他、電話に関しては速い段階で復旧しました。 
鉄道・道路の復旧についてですが、鉄道で一番先

に復旧したのが、神戸市営地下鉄の 3 月末です。JR
関係の東海道・山陽本線、山陽新幹線で 4 月 1 日、 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
8 日、関西私鉄である阪神、阪急、神戸電鉄、山陽
電鉄は、それぞれ 6 月に復旧を完了致しております。
最後までかかったのが、神戸市営のポートライナー、
六甲ライナー等で、その年の 8 月に復旧を致しまし
た。 

高速道路については、第 2 神明道路が 2 月 25 日
に復旧を致しまして、その後、阪神高速道路の北神
戸線が、2 月の早い段階で供用した。中国道や名神
が 7 月までかかっております。最後までかかったの
が、阪神高速 3 号神戸線、神戸、武庫川間が平成 8  

兵庫県淡路島の北部を震源として発生した最大震度７の都
市型直下地震は、一瞬にして多くの尊い生命を奪い、都市
基盤を破壊した。住宅やビルの倒壊に加え、各地で火災も
発生。死者、行方不明者が６，４００人を超える大惨事となっ
た。



 - 11 -

倒壊した家屋

ぐにゃりと曲がった電車の線路

高速道路、新幹線の橋桁が落下したほか、道路、鉄道
網は各地でズタズタに寸断されて、港湾施設にも深刻
な被害が発生。被害総額は約１０兆円にのぼった。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年 9 月 30 日までかかった。当初は、12 月までかか
るといわれていたが、阪神高速道路公団の努力によ
り 9 月の末に、供用を開始したわけです。 

被害の総額は、直接被害額で 9 兆 9,268 億円でし
た。一番多いのは、建物の被害で 5 兆 8,000 億円、
高速道路を除く、一般の公共土木施設は 3,000 億円
弱でした。また全国、世界から 1,793 億円もの義援
金を頂きました。 

 
復興・復旧に向けた取組みですが、推進体制とい

たしまして、まず国が内閣総理大臣を本部長とする
阪神・淡路復興対策本部が、震災から 1 ヶ月あまり
たった 2 月 24 日に設置されました。これは平成 12
年 2 月まで続いたわけですが、それをサポートする
阪神・淡路復興委員会が、下河辺委員長のもとに設
置され、国の復興対策本部に対して、意見・提言等
を述べるような組織になっています。現在は、これ
がなくなりまして阪神・淡路大震災復興関係省庁連
絡会議というものが、国のほうで平成 12 年 2 月に
設置され、現在も続いています。 

また、県の対応でございますが、震災直後に兵庫
県南部地震災害対策本部ができ、翌日には、災害対
策総合本部が設置されました。この中でいわゆる緊
急対策に取組んで来たわけであります。その後、平
成 7 年 3 月 15 日からは、阪神・淡路大震災復興本 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

 
 

 
部というものが、兵庫県の中に設置されまして総勢
945 人、県庁内職員全員で取組んできました。いわ
ゆる緊急対策から本確的な復興対策への移行という
ことで、これは今日もまだ続いております。今年一
杯でなくなりますが、そういう情況でございます。 

 
ところで、復興を 10 年計画で進めていこうとい

うことで、「ひょうごフェニックス計画」のもとに復
興を進めてきたところです。理念としては、「人と自
然、人と人、人と社会が調和する共生社会づくり」、

倒壊したビル

倒壊した阪神高速神戸線
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ということでございます。目標、項目としては、5
つの柱を掲げておりまして、土木と関係あるのは、
「災害に強く安心して暮らせる町づくり」「多角ネッ
トワーク型の都市をつくる」ということで、その中
で急使を要する事業としては、復旧・復興 3 ヵ年計
画を考えました。これは住宅、産業、インフラだっ
たのですが、インフラについては、3 ヵ年で計画 5
兆 7,000 億円に対し、5 兆 8,700 億円で予定どおり
完了いたしました。現在は、その後の残された課題
に対応するために色々な取組みをしているところで
ございます。 

 
復興の情況としては、被災地全体として概ね震災

前の水準まで回復しております。その復興過程にお
いて、住民・団体・NPO・企業あるいは労働組合の
連携の輪が拡がってきておりまして、これらの取組
みについては、成熟社会を支える仕組みとして、今
後の社会に生かしていかなければならないと考えて
いる所でございます。今後の創造的復興を目指して、
着実に復興が進んでいることをご報告致します。 

 
次に、私が震災を経験致しまして、土木技術者と

して感じたことを少し述べさせて頂きたいと思いま
す。 
私は土木技術者こそが、技術に裏打ちされた、災

害の語り部になれると思います。土木工学というも
のは、先人たちが自然災害の中で治山・治水等の基
盤整備を行って、国土づくりをしてきたという歴史
があるのですが、私も地方公務員としてそういうこ
とを 38 年間させていただきました。災害には、常
に敏感に反応してきたわけであります。一度災害が
発生すれば、速やかな応急対応から二次災害防止に
向けて、災害対応については、その手順だとか、方
法等は熟知していたつもりでいたのですが、阪神淡
路大震災は、わずか 20 秒で先人たちがつくった土
木施設ばかりでなく、街そのものを壊滅的に壊して
しまいました。営々と築いたものを一瞬のうちに壊
してしまったのです。それは、私たちが経験したこ
とのない災害でございましたし、想像すら出来なか
った災害でありました。 

 
そもそも、土木の仕事は自然を相手にする仕事で

あり、とりわけ地震とか台風等の自然災害は、土木
技術者にとって永遠のライバル、永遠に挑み続けな
ければならない宿命のライバルです。あまり勝つこ
とはないわけです。負け続けるライバルかもしれま
せん。どんな情況で災害が襲ってくるか、我々土木
技術者は、過去の経験から設計外力を設定して対応
するのです。しかし、あらかじめ決めた外力よりも
大きな地震とか台風が襲ってくれば、土木施設は残
念ながら壊れてしまうのが現実です。 

 
先の新潟・福井の水害もそうであったように、災

害が起きれば、まず一番に土木施設のことが報道さ
れます。阪神淡路大震災の時も、震災の象徴として 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

阪神高速のピルツ橋が 658ｍに渡って倒壊したこと
が報道されました。マスコミをして「日本の安全神
話は壊れた、安全神話の崩壊」と報道されました。
そういうときだけ国民の関心事となり、さらしもの
になっているような気がする訳です。 
だからこそ、私たち土木技術者は、土木のプロフ

ェッショナルという自覚をもって、なぜこのように
なったかということを説明する必要があると思うの
です。 

 
私たち土木技術者のみが、インフラを通して基盤

整備を世の中に働きかけ、将来の街づくりを改革す
ることができる可能性を秘めていると思います。こ
のため、日頃から研鑚することは当然であり、プロ
として安全で、安心できるインフラを構築していく
必要があります。しかし、予見しえなかったことは、
経験として、後世に伝えていく必要があろうと思い
ます。私達人間というものは勝手なもので、いやな
こと、忌まわしいことは、忘れたいものであるわけ
ですし、思い出したくもございません。そして忘れ
た頃に災害というものはやってくる。2 度と同じよ
うな災害に遭わないような、工夫とか知恵を、経験
として次の世代に伝えたり、自分で自分の命を守る
備えをしなければならないと思うわけであります。 

 
決して我々も忘れることのない阪神・淡路大震災、

あれからもう 10 年になろうとしています。土木技
術者だけが、土木技術に裏打ちされた数々の貴重な
経験を学んだわけですから、これを教訓として、正
確に後世の国民とか県民に伝えることが、技術者の
使命と強く痛感しております。その他、被災地の自
治体としてもいろいろ忸怩たる思いを経験しました。 

 
座長、まずはこの辺でよろしいでしょうか。 
 

＜坂本＞ 
本当に貴重なお話、ありがとうございました。 
3 名のパネリストの話を簡単にまとめさせて頂き

ます。 
 



 - 13 -

2121

地域の防災対応地域の防災対応力を高める力を高めるために我々は何をすべきか？ために我々は何をすべきか？
（減災に向けたそれぞれの役割）（減災に向けたそれぞれの役割）

　　　　組織人として組織人として
　　　　　社員や家族を守る。　　　　　社員や家族を守る。
　　　　　減災に向けた防災関係機関との連携　　　　　減災に向けた防災関係機関との連携
　　　　　企業間広域連携の推進　　　　　企業間広域連携の推進

　　　　　効率的かつ実用的な防災施設の研究　　　　　効率的かつ実用的な防災施設の研究
　　　　　　　　　　地域地域への防災貢献（地域を知ってともに活動する）への防災貢献（地域を知ってともに活動する）
　　　　　災害即応型経営システムの研究　　　　　災害即応型経営システムの研究
　　　　　　　　　　

　　　　個人として個人として
　　　　　災害を知る。家族に伝える。　　　　　災害を知る。家族に伝える。
　　　　　自らの命を守る、家族を守るための家庭内マニュアル作り　　　　　自らの命を守る、家族を守るための家庭内マニュアル作り
　　　　　　　　　　

　　　　技術者として技術者として
　　　　専門家としての地域貢献　　　　専門家としての地域貢献
　　　　従来技術と防災技術の融合研究　　　　従来技術と防災技術の融合研究
　　　　防災技術のインタープリター　　　　防災技術のインタープリター
　　　　有用な情報を提供する立場にあることを忘れない。　　　　　有用な情報を提供する立場にあることを忘れない。　

①

②

③

まず松尾さんからのお話ですが、「すべての災害は
地域にある」。例えば、今年の福井・新潟もそうです。
それから、「今までの災害の教訓、これは昔からちっ
とも変わってないじゃないか。」という話もありまし
た。避難勧告の仕方、伝達方法もあるかと思います。
また「危機感の共有はどうしたらいいのか。」という
お話もありました。課題として、今後企業がどのよ
うに防災に取組むのか。「企業が防災対策に取組んで
いく。それと共に地域のコミュニティづくりという
のが必要でないか。」というのが松尾さんのお話だっ
たかと思います。 

 
天野さんからは NPO 愛知ネットでの活動のお話

でした。私が感じたのは、「昔あった自治社会の再構
築をしたい。」ということです。確かに昔というのは、
隣同士が仲良くしていた。何かあったらお互い助け
合っていた。それを再構築したい。これは今の私に
も、欠けている何かがあるなという気がしておりま
す。それから、「災害は他人事ではない。」というお
話もありました。やっぱり自分が経験してないと。
昨日もテレビをみて、風が強いな、あんな日に外に
出なきゃいいのにとか、なんか他人事のように感じ
ている。確かにそれは言えると思います。それから、
「平時からの防災のかかわり、安全な町づくり」平
時からの防災の町づくりが必要。防災、防災といっ
ても「防犯と防災を絡めたコミュニティづくり」が
大変重要。といった話がありました。また、トヨタ
の考えはたいしたものだと思います。やはり世界の
一流企業。天野さんの活動されている地域はトヨタ
との関連があるとは思いますが、企業が地域と絡む
ことが企業にとってもプラスなのだと。「安心して働
けることが大切」という話がありました。 

 
前田さんからは震災当時を振り返ってもらいまし

た。いかに大変な災害であったか、20 秒で多くのも
のが壊された。しかしながら、復興は本当に早かっ
た。それは、前田さんを始めとする皆さん、NPO、
いろんな人の努力のおかげした。新幹線もゴールデ
ンウィーク前までに開通して本当に素晴らしいと思
いました。それに対して「土木技術者として語り部
にならなければならない」これが私は前田さんが本 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当に言おうとしていることだと思います。自然災害
は土木技術者にとって永遠のライバルだ。負けるこ
とが多くても、これを教訓としてというのでしょう
か、ライバルに対して小さい災害には勝つが大きい
災害には負ける。それに対して学び、一歩一歩前進
していく。いやなことは早く忘れたい。忘れた頃に
災害はやってくる。私達には、覚えていなきゃいけ
ないことと、忘れていいことがあるのだと思います。 

 
今、3 名の方々のお話を聞いた中で、私達が感じ

ることは、平時からの防災の取組みが大変重要じゃ
ないかということだと思います。やはりフェイス to
フェイスというか、普段からお付き合いする。防災
でもいい。防犯でもいい。そのようなことが、今日
のテーマになっていくと思われます。 

 
再度、御三方にそれぞれコミュニティについてお

話を伺いたいと思います。 
まず松尾さんには企業としての平時の防災、企業

としての減災への取組みの重要性、企業との連携に
ついて、いろんな観点からでもいいのでお話をして
頂きたいと思います。 

 
＜松尾＞ 

私自身は土木技術者ではないのですが、技術者と
して、地域の防災、あるいは減災のためにはどうす
れば良いかということを考えおります。 

 
組織として、いわゆる企業で考えますと、天野さ

んのお話にも通じることがあるのですが、企業は社
員とその家族をまずは守るということ。これは当た
り前の話で、これは取組んでいくべきことであろう
というふうに考えます。 
企業がその所在するところで、どんなリスクがあ

るか。そのリスクに対して、まずは社員を守る。あ
るいは、いち早く被災から復旧をして生産ラインを
戻す。あるいはいろいろな関係にどんどん出ていく
ために、被害の軽減、減災を考える。そのためには、
関係する所との連携がどうしても必要になってくる
のではないかと思います。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 - 14 -

2323

災害即応型経営システムとは災害即応型経営システムとは

危機管理態勢（自然災害）に係わる社内ルール化危機管理態勢（自然災害）に係わる社内ルール化

所在地域のリスク評価の推進と減災対策の実施所在地域のリスク評価の推進と減災対策の実施

大規模災害に備えた企業連携大規模災害に備えた企業連携

被災からの早期復旧システムの構築被災からの早期復旧システムの構築

社内応援態勢の整備社内応援態勢の整備

想定東海地震など予知情報対応と警戒宣言時の業務実施体想定東海地震など予知情報対応と警戒宣言時の業務実施体
制の事前検討制の事前検討

技術情報、経営情報の被災防止対策技術情報、経営情報の被災防止対策

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
災害即応型経営システムについてはどういうネー

ミングが良いかと思ったのですが、それと係わるこ
とを後ほど、説明致します。 
ソフトばかりではなくて、減災のためにはまず一

義的にハードがあります。それでも足りないような
超過的な洪水、予想もしないような大規模な災害に
対応すると考えたときにソフト対策がでてくる。そ
の調和は当然必要です。 
さらには、そのハードについても当然効率的に、

実用的な施設としての研究・計画を図っていくこと
は当然会社として必要だと考えます。 
地域への防災貢献ということで、先程トヨタさん

の話が紹介されていますが、建設産業としても当然
取組むこともできると思います。それは、会社とし
て、いかに社員に対してそういうことを支援できる
かということだと思います。 

 
個人として日常の取組みというのは何かというと、

自分のまわりでどういうことが起きるか？それを家
族に伝える。当然皆様もやっているかと思いますが、
私は、地震が起きたときにどういう連絡体制を取る
か、学校に行って地震が起きたら子供達にどうする
かということを一枚の紙に書いて彼らに渡していま
す。そういうことも、重要ではないかと思います。
家庭内マニュアル、簡単に箇条書に書きとめただけ
の話なのですが、 そういうことをやっております。 

 
先程、災害の語り部というお話を前田さんがいわ

れましたが、我々は技術者として、一般の方々より
も当然いろいろなことを知っているわけで、その地
域の人達に対するいろいろな貢献の仕方として、防
災技術のインタープリター、いわゆる通訳であると
いえるのかなと考えます。 
また、自分の持っている情報というのは、地域の

減災にどう活用できるか、有用な情報を持っている
んだということを、どんどん世の中に発信していく
というのが重要じゃないかと思います。 

 
シンポジウム、これは国とかで推進しているとこ

ろもあるのですが、地域に対する普及啓蒙活動など、 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

いろいろな取組みがされているんですね。一例とし
て、私が来月、北海道の静内で講演を頼まれている
のですが、その主催者はどこかと聞きますと、室蘭
の建設会社の二世、社長さんなんです。二世さんが
研究会みたいなものを作っていまして、これから地
域貢献ということをやっていきたい、出前講座みた
いなことをどんどんやりたいということで、公民館
を借りて、地域の人達を集めて、そこで誰か連れて
きてやるという話だけですから金は掛る訳じゃない。
そういう取組みをしているところもあります。そう
いうことも必要であろうと思います。 
あるいは、学校教育において自分の子供の学校に

自ら出ていくということはなかなか難しいところで
すけど、専門家としてインタープリターというよう
な役割もあるのかなというふうに考えています。 

 
次に危機管理態勢、自然災害に係わる社内ルール

化が重要ではないかと考えます。 
その会社があるところでのリスク評価、どんな災

害に対して、どんなことがあるのか？ 国の方でも
いろんな被害想定は出しています。水害に関してい
えば河川の浸水想定実績図とか、管内予想図を出し
ていますから、インターネットを見ればどんなリス
クがあるか知ることはできます。それに対して組織
としてどう対応するかということがあります。 

 
また、大規模災害に備えた企業連携、被災からの

早期復旧システムの構築が必要と思います。 
東海・東南海・南海地震、この災害地にある企業

というのは、あれだけの揺れがきたり、津波がくれ
ばほとんど機能しない。 
しかし、言い方は悪いんですが建設産業からすれ

ば、復旧・復興の分野でビジネスチャンスですね。
災害にどう対応するかということで、建設産業は当
然いろいろな地域・出先に提携されている会社があ
るわけですから、そういうところと連携を図って有
事に即時的に現地に入ること、支援することが、可
能ではないかというふうに考えています。 
そういう取組みはあまりないですね。NPO の立場

で何ができるかといったことを考えていきたいと思

2222

地域の地域の防災啓発、防災教育防災啓発、防災教育

防災シンポジウムの開催

学校における火山・砂防防災教育の支援 春休み火山スクールの支援
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災害予防
Disaster Prevention

応急対応
Urgent Response

復旧
Restoration

災害の発生
Disaster Occurrence

組織内組織内災害管理災害管理の概念の概念

事前の計画立案

迅速な復旧

的確な応急対策の実施

っております。 
 
社内応援態勢の整備ということですが、もっと災

害を知るという意味では東海地震もそうなんですが、
警戒宣言が発令される前段階で色んな予知情報が出
ます。そういう情報に対して組織として企業として
どう対応するのか？社員を行かすのか？帰すのか？
いろいろなことの取り決めをちゃんとしておかない
と、その時になって錯綜する話になります。また、
災害にどう対応していくか整理できないと考えます。
もっと言えば、技術情報や経営情報を被災防止する。
災害から重要な情報をどう守っていくかということ
はちゃんとやっておくべきではないかと思います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
災害管理の概念です。予防段階、この予防という

のは、日常何をやっておくべきか？ 災害発生して、
的確な応急を図って迅速な復旧、この流れになる訳
ですから、その時々でどう対応していくかというこ
とをきちんと整理しておくことが必要です。 
 
＜坂本＞ 

どうもありがとうございました。 
次は天野さんにお話をお伺いします。先程、トヨタ
の話をお伺いしました。また個人として、防災、減
災を取組む際の、地域とコミュニティの重要性の観
点から、企業の支援等、もうちょっと深くつっこん
だ話をお聞かせ願えないかと思います。 

 
＜天野＞ 
まず個人としての防災、減災に取組む際の問題です。
個人の方が自分の家族を守れるすべをもっていれば、
ほとんどの防災というのはできるはずです。自分の
家族を守れないから、多くの防災活動をする人達が
必要になるのです。自分の家族さえ守れてしまえば、
その方法さえ知っていれば良いと思うんです。例え
ば、家の中の問題ですと、家具の固定、避難方法等
も含めて、家族で話合って、情報がなくてもちゃん
と家族が出会える場所があったり。そういったこと
をイメージする作業を家の中でやっていただければ、
非常に多くのことが解決できるんじゃないかと思っ

ております。 
そういったことをやった上で、今度は地域の一員

としてできることをするためにはどうしたらいい
か？ そういうことを地域の中で考えていく。もし
自分がどうしてもその家族を守れない場合には、そ
の地域の人が自分の家族を救ってくれるのか？とい
うところまで考えると、コミュニティというのが大
切になってきます。 
そこでも、コミュニティの重要性というのが考え

られる訳です。地域の中で生きている住民にとって
は、地域の中にある企業がどういう支援ができるの
か、企業のもっている資源をどうやって災害時に提
供できるかということを企業が考えていただければ、
非常に有難いです。 
この地域ですと、企業っていうのは大きな駐車場

をもっております。災害時、遠くの公園に行かなく
ても「うちの駐車場を使ってください」ということ
だけでも、非常にその地域住民にとっての大きな支
援になります。 
小さい子供をもちながら、30 分も 40 分も歩いて

小さな公園に行くよりも、近くの大きな工場の駐車
場の所に避難できれば、非常に安心です。そういっ
た企業の取組みが、地域では必要になってくるんじ
ゃないかと思います。 

 
地域コミュニティと企業の関係として例をあげま

すと、私どもの中に平時の活動として、市民活動セ
ンターというものを行政から委託を受けて行ってお
ります。 

これは、「行政の建物を、行政では運用できないか
ら民間で運用して下さい」というような指定管理者
制度というのがありまして、それを我々は受けてい
ます。その中で我々の地域情報、例えば「地域でこ
んなボランティアを募集しております」とか、「こん
な講演会が行われています」といった情報が、企業
のグループウェアに登場するのです。 
今までは、企業の人は仕事中にホームページを見

るのは少し後ろめたい気持ちがあったのですが、今
は企業のグループウェアの中に、地域のボランティ
ア情報、地域の講演会の情報が載ってくる。これは 
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非常に大きな第一歩じゃないかなと思っておりま
す。こんなことが行われていますから、愛知県内で
災害があった場合には、ボランティア休暇もとれる。
というようなことも含めて非常に連携が強いと思い
ます。また、地域で取組むことが段々簡単になって
きたんじゃないかなと思っております。 

 
皆さんに考えていただきたいのは、土木技術者と

して、また、地域の一員として、また企業として自
分のできることするために、どうしたらいいのかと
いうことを真剣に一度考えていただきたい。真剣に
考えていただけると、何かできるんじゃないかとい
うことが見えてくると思います。それを考えること
が第一歩となると思います。一度考えていただきた
いというのが私の思いです。 
以上です。 

 
＜坂本＞ 

ありがとうございました。 
今、天野さんがいわれたように、まず家族を守る。

家族を守るためにはどうしたらよいか？ それに対
して地域のコミュニティ、それからまた地域と企業
の関連というようなことがあります。 
今日ここにいらっしゃる方々に是非やっていただ

きたいと思うのは、先程松尾さんから話があった家
庭内マニュアルです。やはり他人事ではなくて、家
族がどこで集合するのか？集合場所はどこにしよう
か、とか絶対に必要だと思いす。今日帰られたら、
ぜひ、場所を家族で話合っていただきたい。緊急対
策時の家族のルールをどう決めてゆくのか、という
ことは土木屋としてではなく、父親として必要なこ
とではないかと私は思っております。 

 
ではまた話を元に戻しまして、前田さんに、いろ

いろな経験から、いわゆる平時のコミュニティのあ
り方、あるいは前田さんから見た阪神淡路大震災か
ら得た教訓、反省、そのような点から、お話をお聞
かせ願えればと思います。 
前田さんお願いいたします。 
 

＜前田＞ 
震災からもう間もなく 10 年になる訳ですが、10

年前のことを振り返ってみますと、あの当時はまだ
20 世紀型というか、高度経済成長の続きみたいなも
のの考え方、発想があった。行政もどちらかと言う
と縦割り的な発想が多かった。もちろん、その後、
国のほうも変わって建設省は国交省になり、色々変
わってきたのですが、従来は縦割りで仕事をする方
が効率的で上手くいっていたと思うのです。ところ
が、震災の時、縦割りでは駄目だと思いました。復
興本部長である知事も本当に忸怩たる思いをされた。
そばにいて、よく解りました。 
というのは、道路でも河川でもそれぞれ管理者が違
います。まして国の場合では高速道路と、あるいは、
直轄の管理者もいらっしゃる。道路でも交通管理者 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
として警察があります。それから、その他自衛隊だ
とか、消防だとかとそういうのが、震災直後ゴチャ
ゴチャに救援活動をやった。 
自衛隊出動にしても、兵庫県知事は初動体制が遅

かったとか、自衛隊はすぐに動けない。知事からの
派遣命令がなかったら出動できないといって新聞を
にぎわせました。人の命に係わることをそんな話で
はないと思うんですが、やはりそういう行政的な役
人の発想というのが、官主導の中で残っていた。 
阪神淡路大震災の後でそういう面が露呈してきた

というふうに考えています。昨今はそういうのが随
分変わってまいりましたけど。 

それから、一瞬にして街が崩壊するような今回の
ような局面では、マニュアルどおりに絶対いかない。
その時に役立つのが、経験とか、技術になります。 
技術経験のある出先の土木所長は、平時には想定

できない状況においても、やっぱり的確な対応をし
ております。 

 
道路管理に携わる土木技術者にあっても、災害時

には平時と異なる判断を迫られる。例えていいます
と、道路は危険箇所があれば通行止めにするという
のはあたりまえの話です。ところがそれが人の命に
係わるような時は、逆の発想で通さなければいけな
いケースも出てきます。緊急対応の難しさというの
があるのですが、そういう逆の発想なんて普段はで
きない。危険だったら管理者責任を問われることは
決してしたくないのはあたりまえですが、緊急時に
はそういう対応もしなくてはいけないということも
経験致しました。 
震災直後、土木技術者として何ができるかといわ

れても、それより人として何ができるか、やはり人
の命がファイナルターゲットであるとことを知らさ
れました。自主防災の原点は、やはり自分の命を自
分で守ることだと思います。 

 
土木学会の皆さんにも聞いていただきたいのです

が、昨年の秋、立命館大学の土岐先生が学会誌に「土
木技術者は村から出て、新しい土木工学を切り開こ
う」というようなことを書いていらっしゃいます。 
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社会の中で、土木工学が先兵として役割を果たし
てきた社会基盤整備のニーズが減ってきているのも
事実です。これからの土木技術者というのは、先生
がおっしゃるように、土木の村から出て、土木工学
の枠組みを越えた取組みをしていかなければいけな
いし、そういうことが求められると思います。 

 
昨日も一昨日も地震や台風のことが新聞紙上を賑

わしていますが、今後、土木技術者の進むべき道の
中で、防災だとか環境というのは、一つのキーワー
ドになっていくのだろうと思います。 
地震や台風は我々のライバルです。そのライバル

に対して、今後、防災、減災という視点でいかに役
割を果たしていくか、そして果たすことが求められ
ていると思います。 
時代認識を踏まえて、社会の安全・安心という言

葉をキーワードとする防災、減災に努めていかなく
てはいけないと思うわけです。 

 
また、土木技術者というのは自信と勇気をもって

説明責任を果たしていけなくてはならないとつくづ
く思います。 
戦後の土木事業、とりわけ公共土木事業をみると、

官主導による発注者と受注者の関係、甲乙関係、極
端にいったら甲乙関係しかなかった。納税者の立場
というのがあまりなかった。そのために、いろいろ
なことを今日いわれているわけです。今まではその
ほうが効率よく基盤整備ができたかもしれませんが、
昨今、我々公共事業を取り巻く世界というのは国民
の声を、マスコミをして、ゼネコン・土建屋・談合
だとか、建設産業を悪者扱いにしている。それもほ
んの 1％とか、0.1％の悪が 99％の善を打ち消して
いるのではないか。それが今日の姿なのではないか
と思うわけです。 

これらの悪評を払拭するのに、今一度、国民の安
全・安心のために一生懸命やってきた社会基盤整備
をとおして、我々土木技術者が社会に貢献してきた
ことをきちっと正しく伝えていく必要があるだろう
と思います。 
インハウスもゼネコンもコンサルタントも含めて、

これまで説明責任を果たしてこなかったんじゃない
かというような気がしてなりません。 

 
土木学会においても、今後土木技術者の社会的な

評価をいかに高めていくかということが、今まさに
問われているわけですから、技術に裏打された、説
明責任、アカウンテビリティを果たすのは当然でご
ざいます。 
地元に入って行ってパブリックインボルブメント

など、各地で展開されている住民参加の手法を取り
入れながら、我々土木技術者が基盤整備を担ってい
く。シビルエンジニアというのは正にそういうこと
であろうと思います。 

社会発展のプロフェッショナルであり、トップラ
ンナーであることを自認して、是非、皆さん今後と

も整備を進めていただきたいと思います。 
以上です。 
 

＜坂本＞ 
どうもありがとうございました。パネリストの皆

さまから、防災あるいは減災、地域のコミュニティ
のあり方等、いろいろとお話ししていだだきました。 

 
これから、皆さんと自由討論といいますか、ご質

問、これはどう思うんだとか？あるいは、NPO に登
録するにはどうしたらいいのか？とか色々あると思
います。どうぞ、忌憚のないご意見をお聞かせ願い
たいと思います。 
どなたかどうぞ、ご質問のあるかた。 
阪神淡路大震災の生きた教訓・経験をされた方も

いらっしゃいます。また NPO の方、それから防災
の専門家、何でもよいかと思います。 
 
【質疑応答】 
 
＜質問者＞ 
土木研究所の近藤と申します。ひとつ天野さんに

ご意見をいただきたいことがあります。 
我々、行政の立場におりまして、一番気にかけると
ころは、例えば非常に安全な構造物を作ろうと考え
れば、お金さえ掛ければいくらでも安全な構造物は、
限界はあるでしょうけれども可能ではある。そうい
ったものに関して、やはり国民、一般の批判という
のがあって、やはり経済性というものもある程度加
味しなくてはならない。 
 
ひとつの例として、こういう危機管理の問題とし

てアメリカ人と日本人の違いがあります。 
生命保険や自動車保険を掛けて、それを使わなかっ
たときにそれぞれがどのように感じるのか？アメリ
カ人は、そういった保険を掛けていてそれを使わな
かったときに、「あっ、よかったな」と感じる。かた
や日本人は、「あっ、もったいなかったな」と感じる。
こういう国民性の違いが大きくあるかと思うのです
が。 
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このあたりはある意味、防災意識に関して共通す
るところではないかと思うのです。少しずつ流れは
変わってきてるとは思うのですが、市民感情として
防災に対してお金を掛けることに対して、何もなか
った、何も起こらなかったときに、どのように皆が
思うのかなと、一番気になるところです。 
そのあたり、真っ只中におられる天野さんに何か

ご意見いただければありがたいのですが。 
 
＜坂本＞ 
天野さん、宜しくお願いします。 
 
＜天野＞ 
 ボランティアの世界では、たくさんのボランティ
アが一極集中するものですから、「折角ボランティア
にきたのに何もできなかった」とか、「自己満足した
かった」といった意見もこれまではありました。 
ただ、最近は「何もなくてボランティアに仕事を

与えられないほうがいいんじゃないか？」というよ
うな考え方に変わってきました。そういった「何も
ないほうがいい」という考えができるようになって
きたのが最近ですね。ここ 2、3 年の話だと思いま
す。 
もう一方で、ちょっと意味合いは変わるかもしれま
せんけれども、今までは行政が何かをしてくれるだ
とか、何かしてきたというところがあって、行政が
何をやっても市民が文句をいうものですから、行政
が最近、「市民参加」いう言葉を使ってきたんです。 

そして、その市民参加という言葉を実は、市民が
使っている場合があります。「市民参加させろ！」と
いうような言葉です。 
僕からいわせると反対なんです。行政が市民の方へ
参加してくればいいじゃないか。「行政参加」という
言葉のほうが市民から見たら普通じゃないか？と思
うのです。まだまだ住民としてお上意識があって、
そのあたりの文句が多分出てるんじゃないか。これ
が「行政参加」と市民がいえるようになったときに
初めて文句が出ないんじゃないかなと考えています。 

以上です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜坂本＞ 
よろしいでしょうか？ 
 

＜質問者＞ 
鉄建建設の高村です。 
防災についてお伺いしたい。 
災害などが頻発するような場所や地域であれば、

それなりのレベルの対応があると思いますが、例え
ば、今年の四国の瀬戸内海側の災害ですが、これに
ついて言えば、今までにないような被害状況だった
と思います。 
実際に行って感じたのは、災害に対して設備が軽

微ではなかったかということです。 
そのような最小限の防災設備が無く、今まで必要

ではなかった地域に対し、平時からの取組みに関し
てどのような対応をしていけばよいか。それぞれの
立場から意見をいただきたい。 

 
＜坂本＞ 

今までにあまり災害が無かった地域、そこで平時
にどのようなコミュニティを作ればよいかというこ
とですか？ 

 
＜質問者＞ 
その他に、行政が災害に対してどのように注目さ

せるかということです。 
 

＜松尾＞ 
災害被災の経験がないところで、どのように平時

に防災コミュニティを形成すればよいかということ
ですが、災害がないといっても、そもそも全くリス
クがないのかという話はあると思う。リスクをどの
ように明示するのかという話があって、それは市民
はできない、あるいは地元の市町村というのはなか
なか難しい。行政としてもっと高いところで、地域
における災害損失、あるいは地震を含め被害想定を
した上で公表する。それに対して市町村、あるいは
地域が動かないとどうしようもないので、その取組
みに対する連携と支援を積極的に行っていくこと。
地域の中で考えた時に、シンクタンクや学識者が、
その取組みについて世間に発信していくことが重要
ではないかと思う。 

 
有珠山についても、市町村によって取組みが違っ

た。おおよそ 20 年から 30 年ごとに噴火が起きたと
いうことですが、壮瞥町について言えば、日頃から
噴火を前提にコミュニティ形成をはかっていた。そ
のような地域のリーダー、あるいは組長のように前
向きに取組んでいく人がいるかいないかということ
は大きいと思う。 
どのような人材育成をしていくかということにか

かわっていく。そこで、人材育成をしていくのは誰
かというのが課題として残っていくのですが。 
＜天野＞ 

防災については、真面目に行うほど人が逃げてい
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くので、防災を入れないで地域でどのように活動し
ていくか考えている。 

その中で自分が出来ることを考えることが一番で、
例えば土木のこと、機械についてよく知っている人
は、防災倉庫にある機材の使い方を知っているが、
一般の人はほとんど知らない。自分が少しでも知っ
ていることは、周りの人に使い方を教えて知っても
らう。そのようなちょっとした活動でいい。その中
から様々なものがでてきて、その人はその街に必要
な人という認識が生まれる。皆が、自分の得意分野
で得意なことを披露するというような遊び感覚が入
ると、防災コミュニティとしてはよいのではないか。 
しかし、問題点として年齢別に分かれてしまうこ

とがある。30 代と 40 代とでは集まり方も違ってく
る。年代別の形があるので、地元では年代別のグル
ープが、それぞれのグループごとにできることも違
ってくる。防災ということにいきなり結びつけずに、
組織が災害時にこのように動くといった方が形成し
やすく、しっかり動くと思う。 

 
＜前田＞ 
経験から言うと、災害を受けた後は公共土木事業

をやって欲しいなど、地域の防災が関心事となるが、
日が経つと関心が薄れていく。そしてまた災害を受
けてしまう。 
一つの事例として、兵庫県の海岸の話ですが、昭

和 40 年頃、播磨高潮災害に対し、防潮堤を集落の
前に張り巡らせた。高さが 3ｍ程あり、風通しや見
通しも悪い。地元の人は世代も代わり、その後大き
な災害がないので、撤去してほしいという要望があ
り議論があった。 
地域の人の防災に対する考え方はその時によって

変化していく。神戸の話ですが、新川という川の上
流にダムの計画があり、反対があった。しかし、震
災後、二年続けて氾濫があったら是非やって欲しい
ということで現在は建設している。状況が変われば
人の心も変わっていく。防災については人ごとでな
く、各自が自分のこととして、自分の命を守るとい
うことにならないと意識が芽生えてこない。 
行政、自治会を含め、そのことを常に認識する必

要がある。日本に住んでいる以上は、どこで地震が
起きてもおかしくない。 

 
＜質問者＞ 
ジオテック 藤田です。 
阪神大震災の時に、建設業者は現場から人員を割

いて阪神地区へ送って仕事をした。契約もなしに仕
事をしたが、「建設会社はあの災害で儲けた」という
人がいる。そのようなことはないと地域の人に説明
をしなければならない。 
建設業者はあのようなことで儲けた会社はないと

思う。忙しいところから削った分だけで、元はとれ
たか？実際は損をしていると思う。 
建設業者は、様々なことを犠牲にして乗り込んで

いるという理解を得ないといけない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
そのことを一般の人に伝えてほしく、働きかけて

欲しい。 
また、役所の立場では、例えばこのような大震災

が起こったら、それを機会に大きな道路をつくらな
いと危険であるということを各都市に知らせるよう
な取組みが必要であると感じている。 
 
＜坂本＞ 

大震災の時、東京の現場で仕事をしていましたが、
会社から人員要請があった。人員をだしたら工程は
どうなるのかなど、いろいろ考えたが儲けるという
発想はなかった。人員をだした損失は大きかった。
土木技術者には負のイメージがあるように思う。 

 
＜質問者＞ 
徳島大学の上野です。 
今年、徳島で甚大な台風の被害が発生しました。

その台風 10 号でおきた災害で紹介したい事例があ
ります。 

山間の小さな集落で 7、8 戸の建物が土砂に埋も
れてしまったが、地域の民生委員が活躍し、人的被
害が全くなかった。あまりにひどい雨で地域住民に
声をかけており、公民館と民生委員の自宅を仮の避
難場所に使い、集落の住民全員がそこに避難をした。
避難の過程で高齢者が迷惑をかけるため避難をしな
いと言ったが、隣人が連れていった。明るいうちに
避難できたため、夜に土石流があったが被害を免れ
た。 

今回は新潟、福井で事前に災害があったので、徳
島の場合には災害の意識があったのだと思う。それ
だけではなく地域のコミュニティが出来ていたとい
うことが非常に大切だったと思う。 
このような事例を専門家に調べてもらい、災害の

地域情報を皆で共有していくことが大切と思います。 
個人にとっては、災害は忘れた頃にやってくるが、

社会や世間でみれば、地震も含め災害はいつでもあ
り、忘れる間もなくやってくる。このような機会に
まとめて公表していくのが、技術者のセグメントで
あると思います。 
私は地盤工学が専門であるが、このような災害を 
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目の当たりにして、どのようなことができるか考え 
ている。それは防災の予測でもあるが、どのように
警報をだすか、技術的な精度を上げていくかという
ことに努力していきたいと思った。 

 
＜坂本＞ 
民生委員の判断はすばらしいと思う。地域のコミ

ュニティの大切さだと思います。 
 

＜天野＞ 
2000 年の有珠山の噴火災害に、1 ヵ月ほど災害救

援として行ったが、帰ってきてすぐに東海災害にあ
った。非常にコミュニティの格差があったと実感し
た。これが、1 年以上間があくと、あまり思わない
かもしれない。数ヶ月で東海水害があったのでよく
覚えているが、災害救援の仲間にきくと、20 万人以
下の市町村で災害があった場合にはまだコミュニテ
ィがくずれかけているという状況なので何とかなる
が、名古屋のように大都市になるとコミュニティが
ないという状況になっている。民生委員がどのよう
な役割をしているのか一般の人は知らないので、そ
ういう意味ではコミュニティは非常に大切だと実感
している。また最近だと社会福祉協議会という地元
の社会福祉法人があるが、そのようなところと、連
携しているようで、実はしていないということがは
っきり判ってきた。このようなところに少しずつ問
題があるのかと思う。 

 
＜前田＞ 

阪神淡路大震災の時に二次災害防止のハザードマ
ップを出した。それは、六甲山系は震度 6 くらいで
1,000 箇所程崩壊し、その下に神戸の街が広がって
いるのでハザードマップをだそうということでした
が、色々論議があった。ハザードマップを出せば地
価が下がるであるとか、余計な心配をかけるなど、
様々な議論があった。しかし、最終的に知事が責任
を持って出すということになった。 
住民の意識が震災直後だったので、自分のところ

はどうなっているのか、地図がもっと欲しいという
ような状況だった。震災前だったら苦情をうけただ

ろうが、後だったので意識が変わっていたというこ
とを思い出した。 

 
＜坂本＞ 

先程、広く伝達してほしいという話があったが、
松尾さんは専門家なので是非またお話を伺いたい。 

 
＜松尾＞ 

福井、新潟の水害をうけて、5 省庁で高齢者の避
難のガイドライン、避難基準を委員会形式で取り決
めをしようということになった。それに関連して福
井、新潟では住民の行動、社会心理、災害行動の視
点で調査しようと動いている。また先程の有珠山の
話は成功例だが、なぜ成功したのかということも含
め情報を共有し、世の中に発信していきたい。 

 
＜坂本＞ 

本日のまとめとして、防災、減災のために企業も
個人も平素からの取組みが大事であるということ、
そのために企業と個人の防災活動が社会的に評価さ
れなければならない。地域にとけ込むことが必要で
あるとともに、企業間の連携も必要だという話もあ
りました。 

 
個人が防災活動に取組むには、企業支援と個人の

努力が必要である。阪神淡路大震災のように一瞬に
して街が壊滅的な状況になる場合、やはりマニュア
ルは役にたたない。例えば、本来ならば通行させて
はいけないところでも、技術者の判断で大丈夫と思
ったら超法規的に即断することを要求されるという
話もあった。土木技術者として広い知識をもって社
会に対してアピールしていくべきです。 

 
また自信をもってほしいという意見もありました。

個人的な話になりますが、私も集合住宅に住んでい
るのですが、隣人についてあまりよく知らない。そ
のような人は多いと思う。自治会での防災訓練もあ
まり参加していなかった。今日の話をきいて、土木
技術者が災害の時にできることはたくさんあると思
いました。地域の中で隣人について知っているのと 
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知らないのでは、大きな違いがあることがわかりま
した。 

 
NPO の活動については、土木技術者の知識を求め

ているとのことです。興味があれば連絡、参加して
みてください。 

 
「災害は忘れた頃にやってくる。人ごとではな

い。」ということです。 
私も土木技術者として、少しでも地域コミュニテ

ィに参加していきたいと思います。 
 
本日はお忙しい中、ありがとうございました。 
 
 

以上 


